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論文

科学技術コミュニケーター養成教育がもたらす
科学技術コミュニケーション意識の変容

奥本 素子1

Transformation of Science and Technology Communication
Awareness Effected by an Educational Program

in Science and Technology Communication

OKUMOTO Motoko1

要旨
本研究は科学技術コミュニケーター養成教育がもたらす教育効果，特に対話・参加型コミュニケー

ションに対する意識がどのように変化したのかを評価するために，科学技術コミュニケーション活
動への意識を調査する質問紙を開発し，本質問紙を用いて北海道大学にある科学技術コミュニケー
ション教育研究部門（通称 CoSTEP）の受講生の受講初期・後の意識を調査した．その結果，受講
後に受講生は全体的に参加型の科学技術コミュニケーション活動への意識が高まったことが分かっ
た．さらに調査していくと，受講生の受講後の意識は⚓つの型があることがわかり，最も多かった
のは科学技術コミュニケーション活動全般への意識が高い型であった．このことから，CoSTEP に
おける科学技術コミュニケーション養成教育は，対話・参加型に限らず，全体的な意識を高めるこ
とが示唆された．

キーワード：科学技術コミュニケーター養成教育，対話・参加型コミュニケーション，科学技術コ
ミュニケーション活動意識，質問紙調査，CoSTEP

Abstract
In this research, in order to evaluate the educational effect of the program in science and technology
communication, in particular how the awareness of dialogue and participation model of science
communication changed, we developed a questionnaire to evaluate its awareness. Using this
questionnaire, I studied the consciousness of the students who had took the educational program
provided by Communication in Science and Technology Education and Research Program (CoSTEP)
at Hokkaido University before and after their learning. As a result, it was found that students
increased their awareness of participation model of science and technology communication activities
as a whole. As I further investigated, it turned out that there were three types of consciousness after
the students took the course, the most frequent was a group that is increased awareness of science
and technology communication activities in general. From these results, it was suggested that the
educational program of CoSTEP has an effect to increase not only the awareness of dialogue and
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participation model but also overall awareness of science communication.

Keywords: science and technology education, dialogue and participation model of science
communication, science and technology communication awareness, questionnaire
survey, CoSTEP

1. はじめに
1.1 変化する科学技術コミュニケーターの役割と養成教育の課題

科学技術コミュニケーション（以下，SC）活動を担う科学技術コミュニケーター，その養成が日
本で本格的に実施されたのは SC 元年と呼ばれる 2005 年以降と言われており（小林 2007），2018 年
の現在，その 10 年以上の歩みの中で科学技術コミュニケーター養成教育は転換期を迎えている．

黎明期には，文部科学省科学技術振興調整費により東京大学，早稲田大学，北海道大学の⚓つの
大学で科学技術コミュニケーター養成プログラムが発足したほか，大阪大学で多様なステークホル
ダーを結び付けるコミュニケーションデザイン・センター，東京工業大学で理系大学院生向けの SC
教育科目が立ち上げられ，国立科学博物館といった社会教育施設においても国立科学博物館サイエ
ンスコミュニケータ養成実践講座が開始されるなど，同時期に多くの養成プログラムが発足した（小
林 2007；都築 他 2009）．当時は，教育機関ごとに多様な教育が実施されており，科学教育や科学
ジャーナリズムなど科学を伝える活動全般が教育対象になっている場合もあった（林 他 2005；都
築 他 2009）．

しかし，時代を追うにつれ，SC 活動は科学を発信する活動から，社会のステークホルダーと共に
科学について社会や生活を「つくる」，「いかす」取り組みや，それを発展させたステークホルダー
との共創が重視されるようになった．第⚕期科学技術基本計画（平成 28～平成 32 年度）において
は，科学技術コミュニケーター自身が研究のアウトリーチを担うだけでなく，多様なステークホル
ダーが双方向に対話，協働できるような場をつくることへの期待が記され（内閣府 2016），多様な
人々と双方向にコミュニケーションを行う対話能力と，多様な人々を SC に参加してもらい様々な
観点から政策決定や知識創造へつなげていく参加の場を設ける能力が求められている．これまで
SC の活動の一翼を担っていた発信型の SC と区別するため，本稿では多様なステークホルダーとの
対話，彼らの参加から実現する SC を対話・参加型の SC と呼称する．

科学技術コミュニケーターが発信型 SC であるアウトリーチ以外の役割を担うことは，科学技術
コミュニケーター養成教育の黎明期より意識されており，小林（2007）は日本の SC には一般の人々
への科学リテラシーの涵養活動に偏っていることを指摘し，対話・参加型コミュニケーションの重
要性を説いている．しかし近年においても，研究者の SC 活動における対話・参加型活動の実施比
率は他の発信型活動に比較して低いことが指摘されており（科学コミュニケーションセンター
2012），またそのような対話・参加型イベントに科学技術に対する低関与層が参加していない実態も
明らかになっている（加納 他 2013）．また研究者にとって，対話・参加型の活動を行うか否かとい
うことは経験を積み重ねても変化がないことも指摘されている（標葉 他 2009）．このことからも，
対話・参加型の SC を実施するためには，科学技術コミュニケーター側もその活動への意識を高め
る必要があると考えられる．

北海道大学では，2005 年に科学技術コミュニケーター養成ユニット（Communicators in Science
and Technology Education Program，のちに Comunication in Science and Technology Education
and Research Program へ改称；略以下，CoSTEP）を発足し，2018 年の現在までに 800 名以上修了
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者を輩出している．SC 活動に求められる機能の変遷を受け，本プログラムにおいても第⚒期（2010
年度～2014 年度）にはサイエンス・カフェ札幌をはじめとする対話の場をデザインする「対話の場
の創造」実習が生まれ，第⚓期（2015 年度～）には地域との連携を深めた「札幌可視化プロジェク
ト」実習が始まり，講義や演習の中でも双方向的な対話や地域との協働は中心的に触れられてきた．

さて，このような取り組みは果たして近年指摘されている対話・参加型の SC 活動へのニーズに
合致した養成教育になっているのであろうか．教育学では，質問紙を用いて教育プログラムの効果
を調査し，教育プログラムを評価することは一般的に行われている調査方法であり（星野 他 2000，
脇本 他 2017），SC 研究においてもこれまで質問紙を用いて SC 活動の評価を行ってきた（森 他
2017，加藤 他 2016）．また，部分的な教育プログラムにおいては，質問紙を用いて受講生への教育
効果を調査されていた（石村 2009，種村 2017）．しかし，科学技術コミュニケーター養成プログラ
ム全体についての包括的な評価は十分ではなく，その背景として，SC 活動は必ずしも理論が実践に
適応しているとは言い難いために評価軸を設定することが難しく（van der Sanden et al. 2011），学
生が自分のコミュニケーション能力を自己評価することも難しい（Poronnik et al. 2006）という課
題があげられる．CoSTEP においても，多様な文脈で，実践を通して行われる SC に対し，その能
力を一様に評価するのは困難であり，さらに SC が持つ双方向性も，評価を困難にすると考えられ
ていた（石村 2011）．

しかしそのような課題がありつつも，部分的にであれ，評価の形を探っていかなければ，現在の
養成教育の効果や課題を検証することは難しい．教材開発を行う際に用いられるインストラクショ
ナルデザインでは，まず分析を行うことによってその後のカリキュラム開発の観点が絞られること
が指摘されており（ガニエ 他 2007），今後のカリキュラム開発を目指す意味でも，現状を把握して
いく必要がある．そこで本研究では，CoSTEP 教育プログラムがもたらす受講生への影響を整理す
るため，実態調査型研究を行うことにした．そして，実態調査の結果を分析することによって，
CoSTEP の教育プログラムがもたらす効果や課題の観点を生成することを目指した．

1.2 なぜ，一方向的発信はなくならないのか．科学技術コミュニケーション側の意識という課題
前述したように，SC 活動及び SC 能力を直接的に評価しようと試みた場合には様々な困難が伴う

が，SC において対話的コミュニケーションの実現を妨げていることは何かという点に着目すれば，
評価の観点が浮かび上がってくると考えられる．

そもそも，研究者側が一方的に発信するタイプの SC は多くの先行研究がその有効性に疑問を投
げかけているが（Wynee 1992; Nisbet et al. 2009），発信側は今でも一方向的な発信が必要であると
考えているとされている（Miller 2010; Baseley et al. 2013）．その背景には，発信側が持つ市民に対
する不信（Davies 2008）や曖昧な市民像（Helveticum et al. 2003），反対意見に対する不安（Young
et al. 2007）といった意識があるとされており，対話的な手法を理解したとしても意識の部分が変わ
らなければ対話・参加的なコミュニケーションは実施されないと考えられる．

先行研究では研究者を対象とした調査だが，科学技術コミュニケーターにおいても，彼らが持つ
意識が SC 活動の実施に大きな影響を与えていることは予想される．そこで本研究では，科学技術
コミュニケーター養成教育受講初期・後で，対話・参加型コミュニケーションに対して受講者の意
識がどのように変化したのかを調査し，科学技術コミュニケーター養成教育がもたらす意識変容へ
の影響を抽出することを試みた．
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2. 科学技術コミュニケーターの意識を調査する質問紙の開発
SC 活動における対話・参加型コミュニケーションに対する意識を調査するために，本研究では対

話・参加型コミュニケーションを含む SC 活動全般の分類を行った．
SC において対話・参加型コミュニケーションの重要性が認知されたのは，イギリスで狂牛病や遺

伝子組み換え問題による国民との対立により，科学技術に対する国民の「信頼の危機」が報告され
たことを契機とする（UK House of Lords 2000）．それまでイギリスでは，Public Anderstand of
Science（以下，PUS）という「公衆の科学理解」を目的に SC が実施されてきたが，この報告以降，
対話・参加型 SC に移行することとなり（Parliamentary Office of Science and Technology 2001），そ
の流れを受け欧州では SC の対話・参加路線への転換がはかられた（Einsiedel 2008）．

知識を伝達することが中心の SC から，対話・参加路線へと切り替わったことにより，SC の視座
はより拡大することになった．SC が不信感といった感情的な要因で専門家と市民との間に溝が生
まれることが明らかになると（Wynne 1992），「公衆の科学意識」，Public Awareness of Science（以
下，PAS）と呼ばれる，より感情に寄り添い，不安や無関心を改善するようなコミュニケーション
の必要性が唱えられた（van der Sanden et al. 2008）．また，参加型で対話的にコミュニケーション
を行うため，積極的に市民をコミュニケーションに参加させる，「公衆の科学関与」，Public en-
gagement with Science（以下，PES）への注目が集まった（McCallie et al. 2009）．加えて，市民を
直接科学活動に参加させる「公衆の科学参加」，Public participation in Science（以下，PPS）も検討
されるようになった（Bonney 2009）．Van Der Auweraert（2005）は，リスクコミュニケーションの
モデルを下敷きに SC の段階を双方向性の度合いを基準として，PUS，PAS，PES，PPS と振り分け
ていった．Trench（2006）や Bucchi（2008）によると，PUS から PAS，そして参加型の PES，PPS
の順で対話の段階が深くなっていくとされている．

対話型モデルが精緻化される一方，SC 自体が科学の文化，市民の文化を理解する異文化コミュニ
ケーションであるという見方も出てきた（Wynee 2006；加藤 2009）．また，前述したように，科学
者が市民を理解することが欠如モデル的コミュニケーションからの脱却の一つの大きな要因だと考
えられており，科学者側が市民に対し理解を発展する必要が指摘されており（Yearley 2000; Young
2007），科学の市民理解（Scientific Understanding of Public）という観点も SC においては重要な観
点だと指摘されている（Royal Society 1985）．

一方，日本では研究者が SC に従事する目的は，「そもそも研究者の役割として，研究の経緯や成
果を社会に公開するため」（経験者 89.0％，未経験者 90.1％），「獲得した研究資金や所属機関等の
義務として，資金提供元への説明責任を果たすため」（経験者 70.2％，未経験者 82.3％）「納税者へ
の説明責任を果たすため（経験者 57.7％，未経験者 64.9％）」といったアカウンタビリティとして
の性質が強いことも指摘されている（科学技術振興機構 科学コミュニケーションセンター 2012）．

本研究では上記の SC 活動の多様性や日本の現状を踏まえ，科学技術コミュニケーターの SC 活
動への意識を表⚑のように旧来の知識中心のコミュニケーションである PUS という観点，Wynee
らの指摘によって生まれた PAS という観点，双方向コミュニケーションを重視した PES という観
点，参加型コミュニケーションを重視した PPS という観点，相互理解を目的とした異文化コミュニ
ケーションという観点，科学者側からの理解に着目した科学の市民理解という観点，日本の SC の
中心概念の一つであるアカウンタビリティという観点に分けて調査する質問紙を開発した．
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3. 結果と分析
3.1 CoSTEP受講初期・後の意識の変容

本研究では 2017 年度の CoSTEP 受講生に表⚑の SC 活動への意識の項目について，CoSTEP 受
講初期・後に回答してもらった．なお，受講前アンケートは受講生用のサイトが運営されてからの
回収になったため，受講開始初期に回収した．回答者の内訳は表⚒のようになっており，有効回答
は 75 で回答率は当該年度の修了者の 93.7％であった．

受講初期・後で受講生の SC 意識に変化があったのかについて対応のある t 検定を行ったところ，
一部の項目で有意差が見られた（表⚓）．まず対話型コミュニケーションの一つである「公衆の科学
参加（PPS）」の項目が受講後で有意に高いことが分かった（t＝－2.55，df＝74，p＜.01）．また類似
する項目である「公衆の科学関与（PES）」の項目も有意傾向ではあるが受講後に高くなっているこ
とが明らかになった．より対話の深度が深まる項目での意識が高くなったことは，CoSTEP の受講
が受講生の SC 活動における対話型コミュニケーションの意識の高まりに寄与したということが考
えられる．

一方，科学者側が市民を理解する「科学の市民理解」の項目は受講後に有意に低くなっていた（t
＝2.16，df＝74，p＜.05）．また有意傾向ではあるが対話型コミュニケーションの初期の段階だと考
えられている「公衆の科学意識（PAS）」の意識も受講後に低下した．これらの項目は受講前も平均
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表⚑ SC活動への意識の項目

表⚒ 回答者の内訳

＊回収時期：受講前 2017 年⚕月 26～⚕月 30 日・受講後 2018 年⚓月 14 日～⚓月 30 日
（CoSTEP13 期の講義期間は 2017 年⚕月 13 日から 2018 年⚓月 11 日まで）
＊本科（講義・演習・実習を受講するコース），選科（講義・選択集中演習を受講するコー
ス），研修科（本科・選科修了生が受講可能な自主学習コース）



値が⚔以上と強く意識されていた項目のため，受講後に相対的に低下したとも考えられる．しかし，
対話型コミュニケーションの基礎的な項目への意識が低下している理由は，より詳細に検討してい
く必要があるだろう．

3.2 SC 活動意識の背景にある要素
参加型コミュニケーションの意識は高まった半面，対話型コミュニケーションの初期段階である

「公衆の科学意識（PAS）」への意識や，欠如モデルに陥らないために重要な「科学の市民理解」へ
の意識が低下していたため，CoSTEP の受講が全般的な対話・参加型コミュニケーションの意識を
高めるわけではないことが示唆された．

しかし，各項目はすべて独立した意識なのであろうか．本研究では項目間の関係を分析すること
によって，事前と事後の意識の差というものを明らかにしようと試みた．各項目の相関分析を行っ
たところ，事前調査における各項目の相関（表⚔）と，事後に行った調査における各項目の相関（表
⚕）が異なることが明らかになった．

受講初期には Auweraert（2005）のモデルにならって，参加度合いが弱い初期段階の PUS と
PAS 間で，そして参加度合いが強くなる PES と PPS 間に中程度の相関がみられた．また，異文化
理解，そして科学側が市民を理解するための科学の市民理解の項目にも中程度の相関があった．し
かし，受講後は PUS と市民理解間で，PES が PPS だけでなく異文化理解と科学の市民理解とで中
程度の相関があり，相関のある項目関係に変化が見られた．

しかしながら，すべての項目間の関係性は相関分析のみでは十分に把握できず，かつ相関係数も
高いわけではなかったため，より詳細に分析するため，各意識についての因子分析を行った．

まず，受講初期の得点を用いて，表⚑の⚗項目について最尤法・バリマックス回転による因子分

－ 22 －

Japanese Journal of Science Communication, No.24（2018） 科学技術コミュニケーション 第24号（2018）

表⚓ 受講初期・後でのSC意識の変容

＋p＜.10，＊p＜.05，＊p＜.01



析を行ったところ，⚓つの因子が抽出された．その結果を表⚖に示す．第Ⅰ因子は，PES，PPS の
⚒項目で構成されており，SC の対話・参加型コミュニケーションに関係する因子と考えられたため

「対話・参加」因子と命名した．第Ⅱ因子は，科学の市民理解と異文化理解の⚒項目で構成されてお
り，研究者側も，市民側双方から互いの活動への理解を重視している意識のため，「理解」因子と命
名した．第Ⅲ因子は PAS と PUS とアカウンタビリティで構成されており，どちらも科学側の発信
を重視した項目になっているため，「発信」因子と命名した．前述したように，受信者の参加の度合
いや活動目的に沿って各意識があることが分かった．

次に受講後の得点を用いて，表⚑の⚗項目について最尤法・バリマックス回転による因子分析を
行ったところ，⚓つの因子が抽出された．それら受講前の意識とは因子構造が異なっていた．まず
変化した部分として対話・参加型の SC 意識が強い PES と PPS の項目に受講後は異文化理解の項
目も加わったことである．これまで異文化理解の項目は対話・参加型のコミュニケーションと共に
語られることがなかったが，対話・参加型の意識を高めると共に異文化理解としての SC 活動への
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表⚔ 受講初期における各項目の相関

＊p＜.05，＊p＜.01 中程度の相関のみ太字

表⚕ 受講後における各項目の相関

＊p＜.05，＊p＜.01 中程度の相関のみ太字



意識が高まるという新たな関連が見いだせた．市民との対話・参加型 SC 活動と共に，SC 活動の相
互理解性を重視する意識のため，「相互対話・参加型」因子と命名した．次に発信型の SC である
PUS 項目は，科学の市民理解の項目と結びつくことが示された．このことから，SC 活動における
発信意識は科学側の市民理解と共に進められるという意識があることが分かった．その為，この意
識を「双方向理解」因子と命名した．最後に人々の科学への興味関心を高める PAS 項目とアカウ
ンタビリティの項目が下位項目として構成されている意識が見つかった．これは単なる科学の成果
を社会に説明するだけでなく，科学への興味関心を高めることが，アカウンタビリティを高めると
いう意識だと考えられるため，「興味関心中心の社会発信」と命名した．

表⚖と表⚗を比較していくと，CoSTEP 受講によって，SC 活動への意識は単に発信型 SC，対話・
参加型 SC と二分されるのではなく，どの活動においても市民，科学双方の立場に立った理解の上
に成り立つ活動であるという意識構造が育まれることが明らかになった．このように意識がある方
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表⚖ 受講初期のSC活動への意識項目の因子分析

表⚗ 受講後のSC活動への意識項目の因子分析



向の SC に偏らずに考えられることは，バランスの良い SC 意識が養成されていると考えられる．
またこれらの因子得点を算出し，性別，CoSTEP における受講科別で違いがあるのかを分析して

みたが，いずれの項目に対しても有意な差が見られなかった．そこで各因子得点を用いて，Ward
法によるクラスタ分析を行い，⚓つのクラスタを得た．因子得点を用いたクラスター分析は，川本
らが SC 活動への参加者を調査するために使っており（Kawamoto et al. 2012），彼らの傾向を調査
し特定のクラスターに向けた教育プログラムを提案している（西條 他 2008）．そのため，クラス
ターに分けることによって，特定のクラスターへの対策ができ，より学習者のつまづきや性質に合
わせた教育プログラムが提供できると考えらる．

まず，第⚑クラスタには 49 名，第⚒クラスタには 12 名，第⚓クラスタには 14 名の回答者が含ま
れた．次に得られた⚓つのクラスタを独立変数，「相互対話・参加」「双方向理解」「興味関心中心の
社会発信」を従属変数とした分散分析を行った．その結果「相互対話・参加」「双方向理解」「興味
関心中心の社会発信」いずれにも有意な群間差がみられた（相互対話・参加：F（⚒，72）＝32.05，
双方向理解：F（⚒，72）＝6.42，興味関心中心の社会発信：F（⚒，72）＝34.56 ともに p ＜.001）．表
⚘に各群の平均値を示す．Tukey の HSD 法（⚕％水準）による多重比較を行ったところ，「相互対
話・参加」については第⚑クラスタ＝第⚒クラスタ＞第⚓クラスタ，「双方向理解」については第⚒
クラスタ＝第⚑クラスタ＞第⚓クラスタ，「興味関心中心の社会発信」については第⚑クラスタ＞第
⚓クラスタ＞第⚒クラスタという結果が得られた．

第⚑クラスタは「相互対話・参加」「双方向理解」がともにプラスの値を示しており，さらに「興
味関心中心の社会発信」に対しても他の項目より低いもののプラスの値である．このクラスタに属
する者は，SC 全般に対する意識が高いため，「意識全方位群」群とした．第⚒クラスタは「興味関心
中心の社会発信」が低く「双方向理解」が最も高い傾向を示していた．このクラスタに属する者は，
SC は発信のためというよりも互いに理解することの活動にも重きを置いていると考えられるため，

「理解中心群」群とした．第⚓クラスタは興味関心中心の社会発信」がやや高いもののマイナスの値
であり，「共創」や「理解」が他群と比較して低い傾向を示した．全体的に各意識の得点が低いこと
から，クラスタに属する者は，「低意識群」群とした．

3.3 クラスタ毎の受講初期・後の意識の変容
そもそも，各クラスタの意識は受講によってもたらされたものなのであろうか．表⚙のように各

クラスタの受講初期・後の意識についての変容を見ていくと，クラスタ毎に意識の変容に対する効
果が異なることが明らかになった．そこで，本研究では先行研究でも採用されている手法である（森
ら 2016）因子得点の下位項目を用いて受講初期・後の意識の変容について分析する手法を採用し，
各クラスタの SC 活動に対する意識の変容を下位項目の得点の分散分析を用いて⚓群の比較を行っ
た．

その結果，各意識の獲得には事前事後で群間差が見られた．まず，対話・参加型コミュニケーショ
ンに関連すると考えられる「相互対話・参加型」意識においては，この意識が上がった全方位群と
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表⚘ 各クラスターの特徴

上から順に n＝ 49，12，14



理解中心群で受講初期と受講後の変容で一番大きかったのは，PPS の項目が上がったことである．
対話・参加型の SC 意識を高めるためには，PPS に対する意識を高める必要があるということがこ
の結果から示唆される．

次に事後で通常の欠如モデルではなく，科学側の市民理解も含んだ意識として抽出された「双方
向理解」意識を構成する PUS や科学の市民理解は，PUS の意識が高いまま保持されることでその
意識が獲得されることが分かった．特に，理解中心群は PUS と科学の市民理解への⚒方向からの
意識が高まることが明らかになっており，CoSTEP の受講によって高まる PUS 意識は，科学側の
理解への意識も前提となっていることが示された．

最後に「興味関心中心の社会発信」意識においては，PAS という対話・参加型コミュニケーショ
ンの初期段階の意識が高いとこの意識が保持されるということが分かった．PAS は科学的な知識
よりも，科学に対する興味関心に重点をおいたコミュニケーションであり，アカウンタビリティよ
りも高いままで保持されている．特に，低意識群は，PAS の項目のみ事後低下しておらず，低意識
群は PAS タイプの SC を重視しているということが考えられる．

4. 考察
CoSTEP 受講生の SC 活動に対する意識の変容に関しては，下記のことがこれまでの調査分析か

ら示唆される．
一つは CoSTEP 受講によって全般に参加型コミュニケーションである PPS の意識は高まるとい

うことが明らかになった．参加型コミュニケーションは Auweraert（2005）のモデルによると，もっ
とも市民の関与度の高い SC 活動である．CoSTEP の受講初期において受講生の PPS の意識はあ
まり高くはなかったため，CoSTEP の受講が PPS の意識を高めるきっかけになったことが考えら
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網掛けは受講後に意識が上がった項目

表⚙ 各クラスタの受講初期・後のSC活動への意識の変容



れる．またこれらの意識は，本科，選科，研修科というカリキュラムの違いを超えて変容した項目
であったため，CoSTEP のカリキュラム全般がこの意識の向上に寄与していることが示唆される．

加えて，事後の分析によって参加型コミュニケーションの意識は，対話型の意識である PES や異
文化理解という項目と結びついて高まっていることが分析によって明らかになった．そのため，カ
リキュラムにおいては対話・参加型コミュニケーションの前提となる異文化理解と，対話・参加型
コミュニケーションの両方の意義を伝えていくといった統合的なカリキュラム構成が重要になって
くると考えられる．

しかしながら，詳しく見ていくと，SC 活動への意識が高まった群と高まらなかった群に分かれる
ことが明らかになった．高まった群は，SC 活動全般への意識が高まった「意識全方位群」と PUS
と科学の市民理解を事後に高めた「理解中心群」である．これら二つのタイプを合わせると 61 名で，
回答者の⚘割を超える．その為，多くの受講生にとって CoSTEP の受講は参加型コミュニケーショ
ンへの意識を高めるきっかけになったと考えられる．

また，PUS はこれまで一方通行的な欠如モデル的なコミュニケーションを実施する意識だと考え
られていたが，今回の調査では PUS の意識を高めること，もしくは意識が高いままで保持されるこ
とは，参加型コミュニケーションの意識を高めることに相反しないことが明らかになった．加えて，
事後の分析により，CoSTEP 受講後に PUS の項目が上がった理解中心群は，PUS と共に科学の市
民理解という意識も高めていることが明らかになった．CoSTEP 受講によって，受講生は単なる発
信型の SC ではなく，発信によって相互理解を高める活動として PUS を捉えていることがこのこと
から解釈される．そのため，PUS のような発信型の SC 活動を取り扱うときには，同時に受け手で
ある市民に合わせた発信の意識を組み合わせて養成することが重要であると考えられる．例えば
Nisbet ら（2007）が提案する相手の関心に合わせた発信であるフレーム理論を組み込んだ教育とい
うものがこのような意識に沿った教育であることが考えられる．

最後に，14 名ではあるが CoSTEP 受講によって SC 活動への意識が低下した「低意識群」の存在
が明らかになった．この群は全ての項目に対して事後に意識が低下，もしくは変容していない．科
学技術コミュニケーター養成教育の受講によってなぜ意識の低下をもたらしたのか，この部分は今
後明らかにする必要があるだろう．しかし，低意識群は PAS に対する項目が高いまま維持されて
いた．PAS 型の SC は認知的・心理的な変化をもたらすための SC である（Auweraert 2005）．科学
に対する興味関心の問題は，子供の科学離れ（小倉 2008）や成人の科学離れ（岡本 2008）の課題
として指摘されているものの，未だに改善されない項目の一つである．この部分への意識が先行す
ることは，必ずしも課題とは考えられない．そのため，彼らの関心の中心である PAS の課題は対
話・参加型コミュニケーションとどのように連動しているのかを教育の中で取り扱っていく必要が
あるだろう．

5. まとめ
本研究は，科学技術コミュニケーター養成教育が学習者にもたらす SC 活動への意識に対する影

響を調査した試行的な調査である．本調査によって，科学技術コミュニケーター養成教育がもたら
す受講生の対話・参加型コミュニケーションに対する意識への影響が明らかになった．対話・参加
型コミュニケーションでも特に参加型コミュニケーションの意識を高めることに有効であることが
明らかになったことは，科学技術コミュニケーターに求められている現代的な役割に対して科学技
術コミュニケーター養成教育が有効に機能しているということを示唆している．

一方で本調査は試行的な試みのため，本調査のみでは明らかにならない部分も浮かび上がってき
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た．考察にも触れたとおり，受講後の科学の市民理解の項目の低下や，SC 活動への意識が低下する
「低意識群」の存在が明らかになったことにより，現在の科学技術コミュニケーター養成教育の課題
が明らかになった．

本研究では，様々な観点から解釈可能な結果を導きうるという点と，今後の研究視点を導き出す
ことが可能であるという点で，今回開発した SC 活動への意識を取り扱う質問紙が現状を分析する
機能についても確認した．また，本調査によって，SC 活動への意識というものは従来のモデルのよ
うに発信型から対話・参加型への転換という単純なものではなく，より複雑な意識構成が獲得され
るものであることが明らかになった．

事前事後で意識の変化をもたらした要因までは本調査では明らかにできなかったため，今後さら
に調査を進めていく．特に質問紙だけでは受講生の意図や意識をくみ取ることに限界があるため，
質的な調査を含めて本調査項目の妥当性を検討していく必要がある．また，本研究で明らかになっ
た観点を元に，意識の向上が実際の SC 活動にどのような影響をもたらすのかについても，追跡調
査を含めて継続的な調査を実施し，SC 活動への意識の有効性を検討することが今後の課題として
挙げられる．
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